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研究成果の概要（和文）：保育園は乳幼児が集団生活をしており、かつ接触が学校とは比較にならな

いほど濃厚であるため感染症が流行しやすい環境にある。そこで、発症者の情報をリアルタイムに嘱

託医、保健所、市町村・都道府県管轄部署と共有し、早期に対策を実施することは重要である。その

ための情報共有システム開発を行い、80 市町村（6 県、1 政令指定都市、4 中核都市、2 特別区含む）

約 4000 園で導入した。 

システムの内容は、発症者、欠席者の症状別（発熱、嘔吐、下痢など）、疾患別（インフルエンザ、水

ぼうそうなど）に登録をすると、各保育園で自動的に表、グラフ作成ができ、そこにベースラインに比べて

異常に増加していることを探知するアラートを表示させた。またリアルタイムで関係者、中学校区単位で

の地域情報として地図表示させた。このことにより、地域での流行の兆候を把握することができた。麻し

ん、風しん、腸管出血性大腸菌、結核の場合には、一人発病したら対応できるように登録と同時に関係

者にメール配信することとした。導入にあたっての、研修会、操作説明会、導入後のフォローアップ研修

会を開催し、それぞれの保育園でのグラフや罹患率の参照などの活用、地域単位での地図や流行曲

線の活用ができた。 

保育園を対象に導入後のアンケート調査をし、専用ｗｅｂページで調査は2011年8月に実施し287施

設より回答を得た。入力時間は5分程度で、毎日入力できているところが7割程度であった。メリットは、

自施設情報がわかることや地図情報で地域の状況がリアルタイムにわかるなど有効に活用できていた。

また管轄部局である自治体の保育課を対象に導入後のアンケート調査を行い、調査は2011年8月に実

施し78市町村より回答を得た。システムを利用することで、感染症を早期に探知することができ、関係者

と早期に連携し対応でき、個別の保育所の状況把握や感染症対策の心構えに役立っていた。 

本システムは、保育園の感染症対策に役立ち、子どもを感染症から守るために使われた。           

 

研究成果の概要（英文）：As younger children spend long time and seem to get into touch with each 

other closer in the crowded atmosphere, or nursery schools than  in schools, it is more likely to cause 

outbreaks of infectious diseases. Hence it is important to share the information about infectious 

diseases among nursery school doctor, the public health center, and local government of city and 

prefecture timely. So as to do this, we developed the system and it is operated at about 4000 nursery 

schools in 80 cities. In the system, nursery schools enter the data of the number of the absent or illness 

identified by symptoms or diagnosis, this system automatically makes some tables, figures, and maps 

based on junior high school district and detects aberrations in each nursery schools. It also shares such 

information among nursery school doctor, the public health center, and the local government of city 

and prefecture. It has contributed to find out an outbreak in the community. If a nursery school enters 

the number of the absent due to severe infectious diseases, such as measles, rubella, enter 



hemorrhagic Escherichia coli infection, and tuberculosis, this system sends these data to the nursery 

school doctor, the public health center, the local government of the city and prefecture and the central 

government by e-mail automatically in order to take a prompt counter-measure.  

  Usually, we had practical trainings before the introduction of this system and organized follow up 

meetings in every year after the introduction. In these meetings, the participants from nursery schools 

understand the system deeply and learn new functions.  In August, 2011, we surveyed about the 

system-, which is used by the attended nursery schools, through Web and  received the answer from 

287 nursery schools. The answers proved that necessary time to enter the data were almost 5 minutes, 

and 70% of them can enter the data every day. They feel the most advantages from timely situation 

awareness about their own nursery school and communities by maps.  

 At the same time, we also surveyed the local governments of cities and received the answer from 78 

cities. They feel the system is useful to know the situation in each nursery school and prepare certain 

counter- measure for infectious diseases by themselves and the nursery schools.   They also feel the 

advantage of this system as they can detect infectious diseases earlier and share the information and 

response with counter partners by using the system. 

  In conclusion, this system is useful for the counter measure for infectious diseases in nursery schools, 

and it contributed to protect children from infectious diseases. 
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 直接経費 間接経費 合 計 

2010 年度 1,500,000 0 1,500,000 

2011 年度 1,600,000 0 1,600,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 3,100,000 0 3,100,000 

 

 

研究分野：社会医学 

科研費の分科・細目：7102 

キーワード：①感染制御学、②サーベイランス 
 
１．研究開始当初の背景 

保育園では接触が学校とは比較にならないほ
ど濃厚であるため感染症が流行しやすい環境に
あり、対策としては重要である。したがって社会
福祉施設における欠席者・発症者の情報を、保
健所、市町村・都道府県管轄部署と共有し、早
期に対策を実施することは、新型インフルエンザ
の対策としてはもちろんこと、ノロウイルスや水ぼ
うそうの対策としても有効である。しかしながら、
それぞれの施設における保健の記録はあるもの
の、共有できていなかった。集団感染が発生し
てからの報告で、未然に防ぐ体制になっていな
かった。 
 
２．研究の目的 

本研究は、社会福祉施設における欠席者・発
症者の情報を、保健所、市町村・都道府県管轄
部署と共有し、早期に対策を実施するそのため
のシステム開発を行いその有用性を評価した上
で、全国の自治体での運用につなげるための基
礎的な研究を行う。 

 
３．研究の方法 

1 年目は、学校のシステムをベースにしながら
も、保育園等の特徴を反映したシステムを構築
し、本研究計画の目的としている基礎実験の環
境を整備する。また、自治体、医師会等の協力
も得ながら、一市町村内のすべての施設が参加
するモデル自治体を複数設定する。その過程で
協力施設、参加地域での保健所、行政機関、医



師会等から意見聴取、ヒアリングやアンケートに
よって、より使い勝手の良いシステムへと改善す
る。 

2 年目は、市町村単位で、すべての施設が参
加する自治体においてシステムを利用する施設
において、サーベイランスデータを解析し、自治
体、医師会等の協力も得ながら、ヒアリングやア
ンケートによって、より使い勝手の良いシステム
へと改善する。さらに利用する自治体が拡大運
用に耐えうるサーバー、通信環境を整備する。
研究協力者からは、特にシステムの評価におい
て支援を受ける。 
 
４．研究成果 

80市町村（6県、1政令指定都市、4中核都市、

2特別区含む）約4000園で導入した。 

システムの内容は、発症者、欠席者の症状別（

発熱、嘔吐、下痢など）、疾患別（インフルエンザ

、水ぼうそうなど）に登録をすると、各保育園で自

動的に表、グラフ作成ができ、そこにベースライ

ンに比べて異常に増加していることを探知するア

ラートを表示させた。 

またリアルタイムで関係者、中学校区単位での

地域情報として地図表示させた。このことにより、

地域での流行の兆候を把握することができた。

麻しん、風しん、腸管出血性大腸菌、結核の場

合には、一人発病したら対応できるように登録と

同時に関係者にメール配信することとした。 

導入にあたっての、研修会、操作説明会、導

入後のフォローアップ研修会を開催し、それぞれ

の保育園でのグラフや罹患率の参照などの活用

、地域単位での地図や流行曲線の活用ができた

。 

保育園を対象に導入後のアンケート調査をし

、専用ｗｅｂページで調査は2011年8月に実施し

287施設より回答を得た。回答者は、管理職（園

長、主任等）122人、看護師116人、保育士29人、

事務職16人、その他4人であった。自治体単位

で実施されているのが221施設（77%）で、単独で

の実施が66施設であった。 

(1)導入決定のきっかけは、自治体での取り組

みが最も多く211施設、次いで国立感染症研究

所からのお知らせが43施設、次いで厚生労働省

からの事務連絡が23施設であった。 

(2)導入の際に困ったことは、「欠席者・発症者

の把握が大変だった」が98施設、「入力の仕方が

わからなかった」が85施設、「ログインできなかっ

た（ID,パスワードを入れるのが大変だった）」33

施設であった。入力方法については、自治体単

位での導入では説明会を開催していたが、単独

での導入の場合、マニュアルを参照してからはじ

めるためにわかりにくいところが当初あったようで

ある。 

(3) 保育園サーベイランスシステムへのデータ

入力説明会に参加したのは170施設（59.2％）で

、参加していないのが117施設（40.8％）であった

。参加した施設の操作説明会での内容は、全て

の施設で理解された。 

（4）現在の入力状況（図１）、およそ7割の保育

所で毎日入力ができている。中でも、自治体で

導入しているところは、162施設で毎日入力がで

きており、その割合が高い。地域での状況把握

ができることもあり、毎日入力をすることが定着し

ている。 

図 1 保育所での入力状況 
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  (5)入力にかかる時間は（図 2）、導入当初は 5

割程度が 5 分以内であるが、使いなれてくるとお

よそ 8 割の施設で 5 分以内となる。 

図2 入力時間 
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(6)保育園サーベイランスシステムの導入で役

立った内容は（図3）、「自施設の状況がわかる」

が最も多く167施設（58.2％）、次いで「地図表記

で、地域の状況がリアルタイムで状況がわかる」

が127施設（44.3％）、「職員への情報提供」が71

施設（24.7％）、「学校欠席者情報システムとの連

動で学校の状況がわかる」が58施設（20.2％）、「

保護者への情報提供」が57施設（19.9％）であっ

た。「特定の疾患のメールが届く」や「アラートメー

ルが届く」ことは該当がないと有用性がわかりず

らいが、メールが届けられた保育所では活用され

ていた。 

図3 システムで役立った内容（複数回答） 
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 (7)「感染症探知」ができたかどうかという質問

に対しては「手足口病の流行の時期がわかった

ので、症状把握することができ職員や保護者に

注意喚起することが早期にできた」「手足口病や

インフルエンザなどどのクラスから発症しているか

、どの程度感染が広がっているのかが把握しや

すかった」「インフルエンザ・手足口病・ヘルパン

ギーナを 全国、県、市、学校区 単位での流行

の兆しを知ることができた」「インフルエンザ・手足

口病等、自園以外の情報が分かりました」との意

見があった。2011年は手足口病の流行が全国で

大きかったことを反映して、手足口病の地域での

流行状況が把握できたという意見が多かった。 

 

次に、管轄部局である自治体の保育課を対象

に導入後のアンケート調査を行い、調査は2011

年8月に実施し78市町村より回答を得た。 

(1)市町村での導入最終決定の際の動機とな

ったのは、「厚生労働省保育課発出2010年8月5

日付けの事務連絡がでたことによる」が最も多く

41自治体、次に多かったのは「国立感染症から

のお知らせ」、また「その他」は県単位での導入

決定（三重県）で県の健康危機管理室から勧め

があったが大半で、既に民間で実施しているとこ

ろもあった、保育課の担当者が出張で不在の際

に、情報共有の困難さがありサーベイランスの有

用性を感じたがあった。 

（2）導入決定の際に困ったことがあったのは23

自治体（34%）、困ることはなにもなかった45自治

体、（66%） であった。導入決定の際に困った内

容は、「保育園側の理解・同意を得るのが大変だ

った」が最も多く、21自治体、その他の内容は、「

インターネット用PCを設置していない施設がある

」「関係団体への説明に時間を取られた」（嘱託

医の理解を得るのが大変だった）「導入を決定し

ても園により入力頻度活用度合いが違うと予想さ

れるため、導入後の働きかけを考えなければい

けなかった」「保育園においても市立保育園は導

入しているが、私立保育園の導入が進まない状

況である」「理解同意を得るのは、大変ではなか

ったが、幼稚園・小学校との連携を図るのが、うま

くいかず、結局保育所のみとなった」「理解は得

られたが、入力が大変という心配及び、市単独で

集計している統計システムとのリンクが難しいこと

もあり、仕事量が増えることへの負担が出された」

などの意見があった。嘱託医の理解については

、サーベイランスの必要性については理解を得ら

れても、インターネットの利用困難な場合があっ

た。 

(3)導入の際に困ったことがあったのは50自治

体（64%）、困ることはなにもなかった28自治体、（

36%） であった。導入決定の際に困った内容（表

4）、「ログインはできたが、入力方法がわからない

施設があった」が29自治体、「ログインできない施

設があった」が17自治体であった。「その他」は、

「一部ネット環境の整備がない園があった」「嘱託

医の中には、インターネットを設置していない方

がいるため導入までに理解を得られなかった」な

どの意見があった。 

(4)説明会開催は、市町村が説明したのが30

自治体、次いで国立感染症研究所による入力説

明長会議で説明した」であった。 

(5)保育園からの入力状況は、毎日入力保育

所が100%であるは14自治体であった。毎日入力

の保育所とそうではない保育所があるのは38自

治体と多かった。またインフルエンザシーズンの

みの入力としているところがあった。 

(6)保育所作成の月報提出は、システム導入前

より作成していたのは30自治体で、そのうち全施

設が14自治体、一部が7自治体であった。その他

は、「月報を作成していない」、「システム導入き

っかけに従来の月報は不要とした」、「年報の作

成」という回答であった。 

(7)システムを活用で保育課にとって便利だっ

たことは、「個別の保育所の状況がわかる」が56

自治体、もっとも多く、次いで「リアルタイムで状

況がわかる」が32自治体であった。 

(8)感染症を早期に探知する事例については、

インフルエンザの事例で、「地区で流行するので

東が流行となるとそろそろ西にもと予防ができた」

、「昨シーズンのインフルエンザ流行時に早期に

探知することで保護者へ登園自粛要請がスムー

ズだった（自粛中も登園児はいるものの、その翌

週からの病欠者は減少している ）」、感染性胃

腸炎の事例で「下痢症状が増加した時点で園に

連絡して、状況の確認と感染症の拡大防止対策

を看護師と一緒に検討し感染性胃腸炎の流行に

至らずに終息した」、「感染性胃腸炎について、

サーベイランスシステムを利用し、早期に探知さ

れたものは該当保育所に対し、予防のアドバイス

等を伝えた」とあった。 

（まとめ） 
本システムは保育園の感染症対策に役立ち、

子どもを感染症から守るために使われた。 
システムを利用することで、感染症を早期に探

知することができ、関係者と早期に連携し対応で



き、個別の保育所の状況把握や感染症対策の

心構えに役立っていた。 

導入後の保育所、保育課の意見では、充分に

機能を活用しており、システムを地域内すべての

施設で利用することにより、行政側は今日の欠席

者をリアルタイムに把握することができ健康危機

管理を効果的に行うことができていた。また全数

調査であることから、正確な罹患率を算出するこ

とができ、感染症対策に有用であった。 

今後は、これまで病原体不明のままであった

集団発生事例も、このシステムを活用し病原体

診断とすばやく連携をすることができれば、さら

に発展し感染症流行の全体像を明らかにするこ

とが可能となる。病原体不明のままで感染症が

流行する状況を打開することの可能性がある。 

この取り組みは、感染症が地域内に流行する

ことを考えると市町村単位、県単位で実施される

ことが望ましい。自治体内の全施設での取り組み

例は増えているものの、県での取り組みは少ない

。今後は、県単位での実施をふやすことによって

、市町村を越えた感染症対策での有効性を明ら

かにしていきたいと考える。 

今後の展望としては、保育所の感染症発生情

報が市町村、都道府県単位で実施され、全国へ

広がっていくと、全国での感染症の発生状況を

早期に情報提供することが可能になる。感染症

の多くは小児が罹患することが多いので、正確な

罹患者数が把握されると感染症対策、あるいは

予防接種政策など、行政において用いることが

できる。 
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